
Ⅱ　当初予算（案）の主要事業

【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<市民生活の安心感を高める>

（拡）　・ 防災行政無線更新事業［安心安全課］ 2,722

（新） ・ 避難勧告支援システム構築事業［安心安全課］ 38,192

（新） ・ 稲荷川・新川・永田川洪水ハザードマップ作成事業[安心安全課] 2,395

・ 木造住宅の耐震診断費及び耐震改修費補助[建築指導課] 4,500

・ 民間建築物アスベスト対策事業[建築指導課] 7,552

・ 市有建築物耐震改修促進事業 63,443

[建築指導課　※耐震改修促進計画の進行管理窓口] （再掲）

災害時における住民への迅速・確実な情報伝達手段としての防災行

政無線の一体的な整備・更新に向け、整備基本計画を策定する。

防災対策の更なる強化に向け、迅速かつ的確な避難勧告を発令する

ためのシステムを新たに構築する。

水防法に基づき、県が指定する稲荷川、新川及び永田川の浸水想

定区域について、避難に関する情報等を記載したハザードマップを

作成・配布し、地域住民への周知を図る。

市有建築物の耐震診断、改修工事等を実施する。

　    　　　 わかば園、なかよし園、希望の園、錦江工事事務所、八幡

             福祉館ほか３館、赤水退避舎、西有里研修館、瀬々串校区

             公民館ほか６館、小松原一丁目集会所、喜入武道館、城西

　　　　　　分団舎ほか２分団舎、吉野保育園ほか１園、吉田支所、青果

　　　　　　市場、鹿児島商業高校柔剣道場ほか１施設　　　　計２８施設

アスベスト被害の未然防止を図るため、民間建築物におけるアスベスト

対策に要する費用に対し、その経費の一部を助成する。

   アスベスト含有分析調査　補助率　１０／１０　限度額  ２５万円

   アスベスト除去等工事　　 補助率　１／３　　　限度額１６３万円

住宅の耐震性の向上を図るため、昭和５６年５月以前の木造住宅の耐震

診断及び耐震改修に要する費用に対し、その経費の一部を助成する。

      耐震診断　補助率　２／３　限度額　 ３万円

　　　耐震改修　補助率　１／３　限度額　３０万円
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 都市公園パトロール事業[公園緑化課] 49,472

（新） ・ 九州地区国際消防救助隊合同訓練事業[消防局警防課] 745

（新） ・ 防災情報システム再構築事業[消防局警防課] 63,591

（拡） ・ 消防分団舎整備事業[消防局警防課] 21,520

・ 消防車両等整備事業[消防局総務課] 99,089

(拡） ・ 消防水利整備事業[消防局警防課] 100,940

(拡） ・ 住宅用火災警報器設置促進事業(安心安全マイホームの推進) 96,958

[消防局予防課］

・ 救急拠点整備事業[消防局警防課] 17,500

(拡） ・ 新型インフルエンザ等感染防止対策事業[消防局警防課] 11,445

　

都市公園を利用者が安心安全に利用できるよう、遊具、駐車場など

公園施設のパトロール及び利用者へのマナー喚起等を行う。

松元分団折尾班舎の増築、城西ほか２分団舎の耐震診断など

消防局と関係部局との連携強化を図り、迅速かつ的確な災害対策を

講じるため、防災情報システムを再構築する。

照明電源車、消防ポンプ自動車等の更新

はしご車（中央本署）のオーバーホール

耐震性防火水槽（４０㎥　４基）の設置

消火栓の設置等に対する水道局への負担金

新型インフルエンザ等の対策として、感染防止衣などの感染防止用資

器材を整備する。

九州地区の６消防本部の国際消防救助隊が本市において合同訓

練を実施する。  　１０月実施予定　場所：桜島一帯

２３年５月末までの設置に向け、新たに安心安全火の用心サポー

ターによる訪問調査・啓発を行うなど、取組を強化する。

高規格救急車等（甲南分遣隊）
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 都市基盤河川改修事業 630,910

　[河川港湾課、区画整理課、谷山都市整備課］

(拡） ・ 公共下水道（雨水渠）の整備 1,015,320

　［河川港湾課、区画整理課、吉野区画整理課、

　谷山都市整備課、谷山建設課]

(拡） ・ 低地区総合浸水対策緊急事業[河川港湾課、谷山建設課] 397,000

・ 港湾改修事業[河川港湾課、道路建設課] 626,000

（新） ・ 農道等状況調査事業［農地整備課］ 11,100

（新） ・ 林道状況調査事業[生産流通課] 1,380

（新） ・ 道路状況調査事業［道路管理課］ 10,817

土地区画整理事業など他の事業との関連による水路の新設改良や老

朽水路の改良等を行うとともに、浸水地域の解消を図るほか、新たに

長寿命化基本計画を策定する。

港湾の機能向上を図るため、防波堤などの施設整備を行う。

　　　施工場所・桜島港白浜地区など

低地区における浸水被害の軽減・解消を図るため、排水施設の整備

を進めるほか、引き続き応急対策として可搬式ポンプを設置するなど

総合的な浸水対策に取り組む。

      ポンプ場稼動　　21年度末　７箇所　→　22年度末　１２箇所

市道及び市道に隣接する河川や法面等を対象とした安全点検調査

を実施する。

土地区画整理事業と併せて、区画整理区域内外の都市基盤河川（木

之下川、脇田川）の改修工事を進める。

農道等の法面等を対象とした安全点検調査を実施する。

林道の法面等を対象とした安全点検調査を実施する。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新）・ 水路状況調査事業［河川港湾課］ 2,110

・ 降灰除去事業 827,171

　[道路維持課、公園緑化課、施設課、市民スポーツ課、農地整備課］

（拡） ・ 地域安心安全推進指導員設置事業［安心安全課］ 6,601

（拡） ・ 「だまされもはん」振り込め詐欺・悪質商法啓発事業〔消費生活センター〕 2,102

（新） ・ 消費生活エキスポかごしま事業［消費生活センター］ 1,500

（新） ・ 消費生活集中講座事業［消費生活センター］ 984

（新） ・ 消費者教育推進のための調査・検討事業［消費生活センター］ 5,967

自主防災組織や地域安心安全ネットワーク会議の結成促進と活動の

活性化を図る地域安心安全推進指導員を増員し、あわせて地域から

の交通安全に関する要望について、現地調査や関係機関との連絡調

整等を行う。

　　　設置期間　21年度～23年度（３年間）

　　　設置人数　21年度　１人→　22年度　３人

振り込め詐欺や悪質商法の被害の未然防止のため、公共交通機関や

市広報紙等による広報及び啓発を行う。

消費者問題が複雑・多様化していることから、消費者情報の発信や

消費者啓発を積極的に行うための体験型イベント「消費生活エキスポ

かごしま」を開催する。

消費者教育推進の基礎資料とするために、市民を対象としたアンケー

トを実施し、消費者教育の体系化を検討する。

市民及び教職員を対象にした消費生活に関する集中講座を開催す

る。

降灰対策について、道路、学校校庭等の降灰除去及び集積された宅

地降灰の搬出を行う。

   道路、公共下水道（雨水渠）、宅地、公園、歩道緑地帯、学校校庭、

   農道等

水路（公共下水道の開渠部分）を対象とした安全点検調査を実施する。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる>

（拡） ・ 地域福祉推進事業[地域福祉課] 39,556

（新） ・ 地域福祉プロモーションビデオ作成事業[地域福祉課] 4,200

・ 友愛パス交付事業[障害者福祉課] 305,885

・ 友愛タクシー券交付事業[障害者福祉課] 79,923

（拡） ・ 障害者福祉施設整備補助金[障害者福祉課] 89,264

・ 障害福祉サービス利用者負担軽減事業[障害者福祉課] 31,005

・ 児童デイサービス利用者負担軽減事業[障害者福祉課] 14,310

 利用者の負担軽減のため、利用者負担額を２分の１とする。

利用者の負担軽減のため、利用者負担額を無料とする。

障害者福祉施設の整備を行う社会福祉法人に対し、経費の一部を助

成する。

   （拡）スプリンクラーの整備　　５箇所

地域福祉計画に基づき、市民誰もが安心して健やかに暮らし続けてい

くために、地域福祉計画推進委員会の開催や地域福祉支援員の配置

を行うなど、生活の拠点である地域に根ざして、互いに支えあい助けあ

う仕組みを整える。

　・地域福祉計画推進委員会の開催

　・地域福祉支援員（６人）の配置

　・小地域ネットワーク支えあい補助金（補助率２／３　上限５万円）

　・旧５町地域福祉活動支援環境整備　など

地域福祉の理念や地域福祉館の新たな機能、見守り活動やお達

者クラブ、子育てサロン等の福祉活動、ボランティア活動等に関す

るビデオを作成し、地域への広報に使用することで、地域福祉ネッ

トワークの更なる推進を図る。

障害者の社会参加を促進するため、友愛パスを交付する。

障害者の社会参加を促進するため、友愛タクシー券を交付する。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 障害児補装具利用者負担軽減事業[障害者福祉課] 778

（拡） ・ 障害者相談支援等事業[障害者福祉課・保健予防課] 58,826

・ 障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業 51,079

[障害者福祉課]

（拡） ・ 児童福祉施設整備費等補助金[こども福祉課] 110,962

（拡） ・ 母子家庭等自立支援事業[こども福祉課] 58,169

　

・ 国民健康保険事業特別会計に対する繰出金（保険税軽減） 3,300,000

[国民健康保険課]

在宅の障害者やその家族の相談窓口を拡大し、相談体制の充実強

化を図る。

児童福祉施設（母子生活支援施設）の整備を行う社会福祉法人に対

し、経費の一部を助成する。

　　（拡）施設の耐震化に伴う改築　　１箇所

母子家庭の母及び寡婦を対象に、就業に結びつく可能性の高い技能、
資格の取得について助成等を行うことにより、母子家庭等の自立を支援

する。

　　（拡）高等技能訓練促進費の支給期間の拡大

　　　　　　　修業期間の後半１/３　→　同後半1/2

母子家庭の母及び寡婦を対象に、就業に結びつく可能性の高い技能、

資格の取得について助成等を行うことにより、母子家庭等の自立を支援

する。

　　（拡）高等技能訓練促進費の支給期間の延長及び支給金額の引き

　　　　　上げ

　　　　　　修業期間の後半１/２　→　同全期間

　　　　　　（市町村民税非課税世帯）

　　　　　　月額１０３，０００円　→　１４１，０００円

　　　　　　（市町村民税課税世帯）

　　　　　　月額　５１，５００円　→　７０，５００円

国保被保険者の税負担の軽減を図るため、一般会計から国民健康保

険事業特別会計に対する繰出しを行う。

利用者の負担軽減のため、利用者負担額を２分の１とする。

障害福祉サービスを円滑に提供するため、通所サービス等の利用促

進や、新事業への移行促進などの特別対策を実施する。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 特定健康診査・特定保健指導事業［国民健康保険課］ 263,957

（新） ・ 国保ヘルスアップ事業[国民健康保険課] 10,000

（拡）　・ 健康づくり推進事業[国民健康保険課] 5,472

<健やかで明るい高齢社会を築く>

・ 長才まつり開催事業[高齢者福祉課] 13,445

・ 敬老パス交付事業[高齢者福祉課] 470,640

・ 愛のふれあい会食事業[高齢者福祉課] 51,128

（新） ・ 高齢者ふれあい・仲間づくり推進事業[高齢者福祉課] 4,344

医療制度改革による医療費適正化対策として、糖尿病等の生活習慣

病予防の徹底を図るため、４０歳以上７５歳未満の国保被保険者を対

象にメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健康診査

及び保健指導を実施する。

　　（拡）検査項目にヘモグロビンA1cを追加

被保険者の生活習慣病の予防及びその重症化を防ぐため、訪問指

導等による健康指導を実施する。

重複・多受診者に対し、適正な受診や日常生活改善の支援、療養方

法等の保健指導を行うことにより、健康の保持増進、疾病の早期回復

を図り、医療費の適正化を図る。

「高齢者ふれあい・仲間づくり強化月間」を設け、閉じこもりがちな高齢

者に対し、民生委員や健康づくり推進員などによる声かけ活動を行

い、地域での仲間づくりや社会参加を促進する。

家に閉じこもりがちな高齢者を対象として、会食を実施する団体に、

給食サービスを提供する。

高齢者を対象とした各種イベントを開催することで、高齢社会をめぐる

諸課題等について考える機会を提供し、高齢者の生きがい、健康づく

りを推進する。

高齢者の生きがいづくり、社会参加活動を促進するため、敬老パスを

交付する。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 元気シニア意識調査等事業［高齢者福祉課］ 2,100

（拡） ・ 老人福祉施設整備費補助金［高齢者福祉課］ 437,500

・ 後期高齢者医療療養給付費負担金[高齢者福祉課] 5,136,360

・ 後期高齢者医療特別会計繰出金[高齢者福祉課] 1,300,303

（拡） ・ 後期高齢者長寿健診事業[高齢者福祉課] 74,888

・ 後期高齢者保健事業[高齢者福祉課] 77,200

（新） ・ 地域包括ネットワーク構築等支援事業[介護保険課]

（新） ・ 認知症対策連携事業[介護保険課]

生活習慣病等を早期発見し、重症化を予防することを目的として、後

期高齢者医療被保険者に対し、長寿健診を実施する。

　　（拡）検査項目にヘモグロビンA1cを追加

団塊の世代が退職を迎え、増加が見込まれるシニア世代の地域

社会への参加・貢献に関する意識調査等を行い、新たな事業展

開の基礎資料とする。

老人福祉施設の整備を行う社会福祉法人に対し、経費の一部を

助成する。   特別養護老人ホームの創設・増床　　５箇所

後期高齢者医療被保険者の健康保持増進のため、はり・きゅう施設利

用及び人間ドック・脳ドック利用に対する費用の一部を助成する。

地域包括支援センターの主要業務である、総合相談支援や地域の

ネットワーク構築等を短期的・集中的に充実を図るため、事務補助員

を配置する。

認知症医療疾患センターと連携し、地域における医療と介護との連携

を深めるため、地域包括支援センターに認知症連携担当者等を配置

する。

高齢者の医療の確保に関する法律第９８条の規定に基づき、療養

給付に要する経費を負担する。

後期高齢者医療特別会計に対し保健事業等に係る経費について繰

出しを行う。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 介護人材定着マネジメント支援事業[介護保険課]

（新） ・ 介護予防特定高齢者施策評価事業[介護保険課・保健予防課] 2,205

・ 訪問介護等利用者負担助成事業[介護保険課] 6,838

・ 低所得者利用者負担助成事業[介護保険課] 11,114

<安心して子育てができる環境を整える>

（拡） ・ 特別保育事業[子育て支援推進課] 605,215

　

・ 乳幼児健康支援一時預かり事業[子育て支援推進課] 59,121

・ 私立保育所補助金[子育て支援推進課] 314,798

延長保育、一時預かり等を円滑に実施することにより、乳幼児の健康

の保持と精神の成長・発達の促進を図る。

介護予防事業の充実を図るため、特定高齢者に対し実施している運

動器機能向上・栄養改善・口腔機能向上事業について、評価・分析を

行う。

介護職員が抱える問題等に対する現場管理者のマネジメント能力を

向上させ、介護職員が意欲を持って働き続けられる職場づくりを支援

するため、介護現場の調査、相談の場の設置及び研修会の開催等を

行う。

私立保育所の職員の資質向上と保育内容の充実を図るため、研修

費や運営費等を助成する。

低所得者の利用者負担を軽減するため、介護サービス利用の利用者

負担額を助成する。

障害者の低所得者の負担を軽減するため、訪問介護利用の利用者

負担額を助成する。

保育所に通所中等の児童で病気の回復期にあるが、集団保育等が

困難である期間において、一時的に施設で児童の預かりを行う。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 認可外保育施設補助金［子育て支援推進課］ 54,593

・ 多子世帯保育料軽減事業（保育所関係）［子育て支援推進課］ 19,083

（新） ・ すこやか子育て交流館施設整備事業[子育て支援推進課] 275,000

　　　

（新） ・ すこやか子育て交流館開館準備経費[子育て支援推進課] 46,386

　　　

（新） ・ すこやか子育て交流館管理運営等事業[子育て支援推進課] 51,010

　　　

（新） ・ 子育て支援情報システム整備事業[子育て支援推進課] 8,712

　　　

（拡） ・ 放課後児童健全育成事業[子育て支援推進課] 431,157

　 労働等により、昼間保護者のいない小学校低学年児童に対して、適切

な遊びと生活の場を提供し、放課後における児童の健全育成を図る。

　　（拡）児童クラブの開設　1クラブ（東谷山第二）

　　　　　設置要件を児童数５人以上に緩和

認可外保育施設に入所している児童の福祉の増進と健全な育成を図

る。(新）冷暖房費補助金の新設

    （拡）研修費補助金の上限額の増額

総合的な子育て支援の拠点施設として、未来を担う子どもたちや子育て

中の親たちの互いの交流、育児相談、子育て関連情報の提供等を行う

「すこやか子育て交流館」の整備を進める。

  供用開始：２２年１０月

「すこやか子育て交流館」に遊具や厨房機器などを設置するとともに、

開館記念式典や開館記念コンサート、親子料理教室などを開催する。

地域の子育てに関する団体や子育て支援施設の情報など、子育てに

関するさまざまな情報を掲載したホームページを作成するとともに、「す

こやか子育て交流館」の施設予約をインターネットで行えるシステムを整

備する。

すこやか子育て交流館」の管理運営及び子育て家庭等を支援するため

の各種講座や育児相談等を行う。

保育所に入所する第３子以降の子どもを有する世帯の経済的負担を

軽減し、子育て支援の充実を図る。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ ファミリー・サポート・センター事業[子育て支援推進課] 11,405

（拡） ・ 児童福祉施設整備費等補助金[子育て支援推進課] 1,185,327

（拡） ・ 私立保育所運営費[子育て支援推進課] 7,405,161

（拡） ・ 児童扶養手当[こども福祉課] 3,061,141

（新） ・ 子ども手当[こども福祉課] 10,447,775

児童福祉法の定めにより、認可保育所に入所する児童に係る運営費

を支給する。

　　保育所の定員増により入所枠を拡大し、待機児童の解消を図る。

　　(拡）当初定員　21年度　7,084人　→　22年度　7,223人（139人増）

待機児童の解消を積極的に推進するため、定員増を図る保育所の施

設整備に対し助成する。

　　　      　保育所の新設

　　　　　　　　第二保育園　　 4箇所（21年度継続分）

                 分園　　　　　 　 2箇所（21年度継続分）

              保育所の増改築　7箇所（うち21年度継続分は4箇所）

              保育所の増築　 　１箇所（２１年度継続分）

父又は母と生計を同じくしない児童を養育している家庭の生活の安

定と自立の促進を図るため、児童扶養手当を支給する。

　　（拡）父子家庭への支給

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため、中学校修

了前までの子どもを対象に、子ども手当を支給する。

   子ども一人につき　月額　1万3千円

育児の援助を依頼する依頼会員の範囲を妊婦まで拡大し、提供会員に

よる妊婦等に対する家事援助を行う。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 子どもすこやか安心ねっと事業[保健予防課] 12,543

<市民の健康・体力づくりを支援する>

（拡） ・ 食育推進事業［健康福祉総務課] 5,260

（新） ・ 地域食育推進事業［保健予防課] 119

（新） ・ 運動普及推進員発足２０周年記念大会事業[保健予防課] 1,217

（新） ・ 健康づくり推進員発足１０周年記念大会事業[保健予防課] 1,299

（拡） ・ 自殺対策事業［保健予防課］ 2,676

　

　

・ 妊婦健康診査・健康相談事業[保健予防課] 527,670

平成18年度に実施した水源の掘削工事に引き続き、配管等の設備

工事等を行う。

「かごしま市食育推進計画」を進めるため、食育に関わる団体等によ

る食育推進ネットワークの連携強化を図るとともに、新たに食育情報

紙の発行、食育レシピの作成などを行い、市民が自主的に食育に取

り組むための環境づくりを行う。

地域における食育推進のため、保健センター等において、食育教室

や料理教室等を実施する。

「社会で取り組む自殺対策」という市民及び職員の意識の醸成を図

り、自殺対策を総合的に推進する。

　　（拡）　外部組織を含む自殺対策ネットワーク会議の開催

　　　　　　自殺対策普及啓発の強化

　　　　　　ゲートキーパー養成講座の実施など

発育や発達等に遅れの疑いのある子どもが明るく健やかに成長できる

よう、子どもの発達段階に応じた支援を行う。

　　（拡）・乳幼児相談員の増員（心理相談員１人）

　　　　　　　21年度　２人　→　22年度　３人

　　　　　・早期発見や支援体制の充実について外部の専門家を交えた

　　　　　  支援検討会の開催

妊娠・出産の安全性の確保及び健診にかかる経済的負担の軽減を図

るため、公費負担による妊婦健康診査を実施する。

　　　　　・公費負担回数　１４回

　　　　　・県外里帰り中の健診に対する償還払い

運動普及推進員発足２０周年、健康づくり推進員発足１０周年を記念

し、記念大会を合同で開催する。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ こんにちは赤ちゃん事業[保健予防課] 7,135

（拡） ・ 元気いきいき検診事業[保健予防課] 461,072

・ 乳幼児細菌性髄膜炎予防接種補助事業[保健予防課] 49,236

(新） ・ 新型インフルエンザ対策事業[保健予防課] 45,696

・ 市民生き生きスポ・レクフェスタの開催［市民スポーツ課］ 3,652

（新） ・ ２０１１年世界室内自転車競技選手権鹿児島大会開催事業 20,600

［市民スポーツ課］

　

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、不安や悩みを聞

き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、親子の心身の状

況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対しては

適切なサービス提供に結びつける。

生活習慣病の予防・早期発見のため、各種がん検診等を実施する。

　　（拡）検診会場の増設、特定年齢の女性に子宮頸がん及び乳がん

　　　　　検診の無料クーポン券等の交付

乳幼児がかかると重い後遺症や死亡の恐れのある細菌性髄膜炎に

対する予防接種（インフルエンザ菌ｂ型（Hib）ワクチン）の費用を一部

助成する。

　　１人１回あたり３，０００円を４回まで助成

新型インフルエンザの流行時に公共サービスを維持するため、公共

施設等の窓口職員等の感染予防対策を行うとともに、全世帯にパンフ

レットを配布するなど市民への広報・啓発を行う。

２３年11月に本市で開催する世界室内自転車競技選手権大会に向

けた準備を行う。

スポーツ講演会のほか競技形式の生き生きカップ大会や自由参加

の体験種目を設け、市民の誰もが気軽にスポーツ・レクリエーション

を楽しむ機会とする。
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【１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 体育施設等整備事業［市民スポーツ課］ 103,568

・ 生見海水浴場整備事業［市民スポーツ課］ 9,721

・ 新鴨池公園水泳プール整備・運営事業［市民スポーツ課］ 3,067,775

・ 鴨池公園野球場防球フェンス等整備事業［市民スポーツ課］ 114,072

（拡） ・ 医療機器整備事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 190,485

（拡） ・ 市立病院建設事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 198,983

吉田文化体育センターほか、各体育施設の改修工事などを行う。

２２年７月のビーチハウスの供用開始に向け、駐車場等を整備する。

鴨池公園野球場の防球フェンスを改修するとともに、電光掲示板入

力システムを更新する。

Ｘ線テレビシステム等の高度医療器械を整備するなど、中核的医療

機関としての機能を高め、より一層の医療サービスの向上に努める。

新病院建設に向けて、実施設計業務等を行う。

２３年４月の供用開始を目指し、引き続きＰＦＩ事業者により、新鴨池公

園水泳プールの整備を行う。
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